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令和２年さぬき市議会第１回臨時会議案 

 

                         令和２年５月１５日提出 

市長提出議案 

 

議案第４５号 専決処分の承認について（さぬき市税条例等の一部改正） 

議案第４６号 専決処分の承認について（さぬき市国民健康保険税条例の一部改正） 

議案第４７号 専決処分の承認について（さぬき市税条例の一部改正） 

議案第４８号 専決処分の承認について（さぬき市後期高齢者医療に関する条例の

一部改正） 

議案第４９号 専決処分の承認について（令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第

２号）） 

議案第５０号 専決処分の承認について（令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第

３号）） 

議案第５１号 令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第４号）について 
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議案第４５号 

 

 

専決処分の承認について（さぬき市税条例等の一部改正） 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙の

とおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

 

 

令和２年５月１５日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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専  決  処  分  書 

 

 

さぬき市税条例等の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律

第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

 

令和２年３月３１日 

 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

さぬき市税条例等の一部改正について 

 

さぬき市税条例等の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 
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さぬき市税条例等の一部を改正する条例 

 

 （さぬき市税条例の一部改正） 

第１条 さぬき市税条例（平成１４年さぬき市条例第５３号）の一部を次のように

改正する。 

  第３６条の２第６項中「第５項」を「前項」に改める。 

第３６条の３の２の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改

め、同条第１項中第３号を削り、第４号を第３号とする。 

第３６条の３の３の見出し中「扶養親族等申告書」を「扶養親族申告書」に改

め、同条第１項中「若しくは単身児童扶養者である者」を削り、同項中第３号を

削り、第４号を第３号とする。 

第４８条第２項中「第６６条の７第４項及び第１０項」を「第６６条の７第５

項及び第１１項」に改める。 

第５４条第２項中「登録されている」を「登録がされている」に改め、同条第

４項中「によって」を「により」に、「においては」を「には」に改め、「これ

を」を削り、「課する」を「課することができる」に改め、同項に後段として次

のように加える。 

この場合において、市は、当該登録をしようとするときは、あらかじめ、そ

の旨を当該使用者に通知しなければならない。 

第５４条第７項中「第１０条の２の１２」を「第１０条の２の１５」に改め、

同項を同条第８項とし、同条第６項中「によって」を「により」に、「第４９条

の２」を「第４９条の３」に、「みなす」を「みなすことができる」に改め、同

項を同条第７項とし、同条第５項中「によって」を「により」に、「においては」

を「には」に、「登録されている」を「登録がされている」に、「みなす」を「み

なすことができる」に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項の次に次の１項

を加える。 

５ 法第３４３条第５項に規定する探索を行ってもなお固定資産の所有者の存 

在が不明である場合（前項に規定する場合を除く。）には、その使用者を所有

者とみなして、固定資産課税台帳に登録し、その者に固定資産税を課すること

ができる。この場合において、市は、当該登録をしようとするときは、あらか

じめ、その旨を当該使用者に通知しなければならない。 

第６１条第９項及び第１０項中「第３４９条の３第１２項」を「第３４９条の

３第１１項」に改める。 

第６１条の２の見出し及び同条第１項中「第３４９条の３第２８項」を「第３

４９条の３第２７項」に改め、同条第２項中「第３４９条の３第２９項」を「第

３４９条の３第２８項」に改め、同条第３項中「第３４９条の３第３０項」を「第
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３４９条の３第２９項」に改める。 

第７４条の２の次に次の１条を加える。 

（現所有者の申告） 

第７４条の３ 現所有者（法第３８４条の３に規定する現所有者をいう。以下こ

の条及び次条において同じ。）は、現所有者であることを知った日の翌日から

３月を経過した日までに次に掲げる事項を記載した申告書を市長に提出しなけ

ればならない。 

(1) 土地又は家屋の現所有者の住所、氏名又は名称、次号に規定する個人との

関係及び個人番号又は法人番号（個人番号又は法人番号を有しない者にあっ

ては、住所、氏名又は名称及び同号に規定する個人との関係） 

(2) 土地又は家屋の所有者として登記簿又は土地補充課税台帳若しくは家屋補

充課税台帳に登記又は登録がされている個人が死亡している場合における当

該個人の住所及び氏名 

(3) その他市長が固定資産税の賦課徴収に関し必要と認める事項 

第７５条第１項中「又は」を「若しくは」に、「によって」を「により、又は

現所有者が前条の規定により」に、「においては」を「には」に改める。 

第９４条第４項中「第３項第１号」を「前項第１号」に改める。 

第９６条第３項を同条第４項とし、同条第２項中「前項の」を「第１項（法第

４６９条第１項第３号又は第４号に係る部分に限る。）の」に改め、「第１６条

の２の３」を「第１６条の２の３第２項」に、「提出しない場合には、適用しな

い」を「提出している場合に限り、適用する」に改め、同項を同条第３項とし、

同条第１項の次に次の１項を加える。 

２ 前項（法第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の規定は、

卸売販売業者等が、同条第１項第１号又は第２号に掲げる製造たばこの売渡し

又は消費等について、第９８条第１項又は第２項の規定による申告書に前項（法

第４６９条第１項第１号又は第２号に係る部分に限る。）の適用を受けようと

する製造たばこに係るたばこ税額を記載し、かつ、施行規則第１６条の２の３

第１項に規定する書類を保存している場合に限り、適用する。 

第９８条第１項中「第９６条第２項」を「第９６条第３項」に改める。 

第１３１条第６項中「第５４条第６項」を「第５４条第７項」に改める。 

附則第６条中「平成３４年度」を「令和４年度」に改める。 

附則第７条の３の２第１項中「平成４５年度」を「令和１５年度」に、「平成

３３年」を「令和３年」に改める。 

附則第８条第１項中「平成３３年度」を「令和６年度」に改める。 

附則第１０条中「又は法附則第１５条」を「又は附則第１５条」に改める。 

附則第１０条の２第２項を削り、同条第３項中「附則第１５条第２項第６号」
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を「附則第１５条第２項第５号」に改め、同項を同条第２項とし、同条第４項中

「附則第１５条第２９項」を「附則第１５条第２６項」に改め、同項を同条第３

項とし、同条第５項中「附則第１５条第３０項第１号」を「附則第１５条第２７

項第１号」に改め、同項を同条第４項とし、同条第６項中「附則第１５条第３０

項第２号」を「附則第１５条第２７項第２号」に改め、同項を同条第５項とし、

同条第７項中「附則第１５条第３０項第３号」を「附則第１５条第２７項第３号」

に改め、同項を同条第６項とし、同条第８項中「附則第１５条第３１項第１号」

を「附則第１５条第２８項第１号」に改め、同項を同条第７項とし、同条第９項

中「附則第１５条第３１項第２号」を「附則第１５条第２８項第２号」に改め、

同項を同条第８項とし、同条第１０項中「附則第１５条第３３項第１号イ」を「附

則第１５条第３０項第１号イ」に改め、同項を同条第９項とし、同条第１１項中

「附則第１５条第３３項第１号ロ」を「附則第１５条第３０項第１号ロ」に改め、

同項を同条第１０項とし、第１２項を削り、同条第１３項中「附則第１５条第３

３項第１号ニ」を「附則第１５条第３０項第１号ハ」に改め、同項を同条第１１

項とし、同条第１４項中「附則第１５条第３３項第１号ホ」を「附則第１５条第

３０項第１号ニ」に改め、同項を同条第１２項とし、同条第１５項中「附則第１

５条第３３項第２号イ」を「附則第１５条第３０項第２号イ」に改め、同項を同

条第１３項とし、同条第１６項中「附則第１５条第３３項第２号ロ」を「附則第

１５条第３０項第２号ロ」に改め、同項を同条第１４項とし、同項の次に次の１

項を加える。 

１５ 法附則第１５条第３０項第２号ハに規定する設備について同号に規定する

市町村の条例で定める割合は、４分の３とする。 

附則第１０条の２第１７項中「附則第１５条第３３項第３号イ」を「附則第１

５条第３０項第３号イ」に改め、同項を同条第１６項とし、同条第１８項中「附

則第１５条第３３項第３号ロ」を「附則第１５条第３０項第３号ロ」に改め、同

項を同条第１７項とし、同条第１９項中「附則第１５条第３３項第３号ハ」を「附

則第１５条第３０項第３号ハ」に改め、同項を同条第１８項とし、同条第２０項

中「附則第１５条第３８項」を「附則第１５条第３４項」に改め、同項を同条第

１９項とし、第２１項を削り、同条第２２項中「附則第１５条第４４項」を「附

則第１５条第３８項」に改め、同項を同条第２０項とし、同条第２３項中「附則

第１５条第４５項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同項を同条第２１項と

し、同条第２４項を削り、同条第２５項中「附則第１５条第４７項」を「附則第

１５条第４１項」に改め、同項を同条第２２項とし、同条に次の２項を加える。 

２３ 法附則第１５条第４７項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分の

２とする。 

２４ 法附則第１５条の８第２項に規定する市町村の条例で定める割合は、３分
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の２とする。 

附則第１１条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改める。 

附則第１１条の２の見出し中「平成３１年度又は平成３２年度」を「令和元年

度又は令和２年度」に改め、同条第１項中「平成３１年度分又は平成３２年度分」

を「令和元年度又は令和２年度分」に改め、同条第２項中「平成３１年度適用土

地又は平成３１年度類似適用土地」を「令和元年度適用土地又は令和元年度類似

適用土地」に、「平成３２年度分」を「令和２年度分」に改める。 

附則第１２条の前の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条

中「平成３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１３条の見出し中「平成３２年度」を「令和２年度」に改め、同条中「平

成３２年度」を「令和２年度」に、「又は法」を「又は」に改める。 

附則第１５条第１項中「又は法」を「又は」に、「平成３２年度」を「令和２

年度」に改め、同条第２項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」

に改める。 

附則第１７条の２第１項及び第２項中「平成３２年度」を「令和５年度」に改

める。 

附則第２２条中「平成３５年度」を「令和５年度」に改める。 

（さぬき市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 さぬき市税条例等の一部を改正する条例（平成３１年さぬき市条例第１５

号）の一部を次のように改正する。 

附則第１条中「平成３１年６月１日」を「令和元年６月１日」に改める。 

附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２項中

「平成３２年度」を「令和２年度」に、「平成３１年度分」を「令和元年度分」

に改め、同条第３項中「平成３２年度分」を「令和２年度分」に、同項の表中「平

成３１年６月１日」を「令和元年６月１日」に改める。 

附則第３条中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。 

附則第４条中「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。 

（さぬき市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第３条 さぬき市税条例の一部を改正する条例（令和元年さぬき市条例第３号）の

一部を次のように改正する。 

第２条のうち、さぬき市税条例第２４条第１項第２号の改正規定を削る。 

附則第１条第２号を次のように改める。 

(2) 削除 

附則第１条第３号中「（前号に掲げる改正規定を除く。）」を削る。 

附則第２条第１項中「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。 

附則第３条を次のように改める。 
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第３条 削除 

附 則 

（施行期日） 

第１条 この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第３６条の２第６

項の改正規定及び第９４条第４項の改正規定は、公布の日から施行する。 

（市民税に関する経過措置） 

第２条 別段の定めがあるものを除き、第１条の規定による改正後のさぬき市税条

例（以下「新条例」という。）の規定中個人の市民税に関する部分は、令和２年

度以後の年度分の個人の市民税について適用し、令和元年度分までの個人の市民

税については、なお従前の例による 

２ 新条例第３６条の３の２第１項の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」

という。）以後に支払を受けるべき同項に規定する給与について提出する同項及

び同条第２項に規定する申告書について適用する。 

３ 新条例第３６条の３の３第１項の規定は、施行日以後に支払を受けるべき所得

税法第２０３条の６第１項に規定する公的年金等（同法第２０３条の７の規定の

適用を受けるものを除く。）について提出する新条例第３６条の３の３第１項に

規定する申告書について適用する。 

（固定資産税に関する経過措置） 

第３条 別段の定めがあるものを除き、新条例の規定中固定資産税に関する部分は、

令和２年度以後の年度分の固定資産税について適用し、令和元年度分までの固定

資産税については、なお従前の例による。 

２ 新条例第５４条第４項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用し、令和２年度分までの固定資産税については、なお従前の例による。 

３ 新条例第５４条第５項の規定は、令和３年度以後の年度分の固定資産税につい

て適用する。 

４ 新条例第７４条の３の規定は、施行日以後に、同条に規定する現所有者である

ことを知った者について適用する。 

５ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に取得された地方税法等

の一部を改正する法律（令和２年法律第５号）第１条の規定による改正前の地方

税法（次項及び第７項において「旧法」という。）附則第１５条第２項に規定す

る施設又は設備に対して課する固定資産税については、なお従前の例による。 

６ 平成３０年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法

附則第１５条第３３項に規定する特定再生可能エネルギー発電設備に対して課す

る固定資産税については、なお従前の例による。 

７ 平成２８年４月１日から令和２年３月３１日までの間に新たに取得された旧法

附則第１５条第４０項に規定する家屋及び償却資産に対して課する固定資産税に



9 

ついては、なお従前の例による。 

（さぬき市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第４条 さぬき市税条例等の一部を改正する条例（平成２７年さぬき市条例第２１

号）の一部を次のように改正する。 

附則第４条第２項第３号中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」

に改め、同条第１３項中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に

改め、同条第１４項の表第５項の項中「平成３１年１０月３１日」を「令和元年

１０月３１日」に改め、同表第６項の項中「平成３２年３月３１日」を「令和２

年３月３１日」に改める。 

（さぬき市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第５条 さぬき市税条例の一部を改正する条例（平成２９年さぬき市条例第５号）

の一部を次のように改正する。 

附則第１条第３号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改

める。 

附則第２条第２項中「３１年新条例」を「元年新条例」に改める。 

附則第５条第１項中「３１年新条例」を「元年新条例」に改め、同条第２項中

「３１年新条例」を「元年新条例」に、「平成３２年度」を「令和２年度」に、

「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。 

（さぬき市税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第６条 さぬき市税条例の一部を改正する条例（平成２９年さぬき市条例第１４号）

の一部を次のように改正する。 

附則第１条第１号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改

める。 

附則第２条中「平成３１年度」を「令和元年度」に改める。 

（さぬき市税条例等の一部を改正する条例の一部改正） 

第７条 さぬき市税条例等の一部を改正する条例（平成３０年さぬき市条例第２０

号）の一部を次のように改正する。 

附則第１条第４号中「平成３１年１０月１日」を「令和元年１０月１日」に改

め、同条第５号中「平成３２年４月１日」を「令和２年４月１日」に改め、同条

第６号中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改め、同条第７

号中「平成３３年１月１日」を「令和３年１月１日」に改め、同条第８号中「平

成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に改め、同条第９号中「平成３

４年１０月１日」を「令和４年１０月１日」に改める。 

附則第２条第１項中「平成３１年度」を「令和元年度」に改め、同条第２項中

「平成３３年度」を「令和３年度」に、「平成３２年度分」を「令和２年度分」

に改める。 
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附則第６条中「平成３１年９月３０日」を「令和元年９月３０日」に改める。 

附則第８条第１項中「平成３２年１０月１日」を「令和２年１０月１日」に改

め、同条第２項中「平成３２年１１月２日」を「令和２年１１月２日」に改め、

同条第３項中「平成３３年３月３１日」を「令和３年３月３１日」に改め、同条

第４項及び第５項中「３２年新条例」を「２年新条例」に改める。 

附則第１０条第１項中「平成３３年１０月１日」を「令和３年１０月１日」に

改め、同条第２項中「平成３３年１１月１日」を「令和３年１１月１日」に改め、

同条第３項中「平成３４年３月３１日」を「令和４年３月３１日」に改め、同条

第４項及び第５項中「３３年新条例」を「３年新条例」に改める。 
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議案第４６号 

 

 

専決処分の承認について（さぬき市国民健康保険税条例の一部改正） 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙の

とおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

 

 

令和２年５月１５日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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専  決  処  分  書 

 

 

さぬき市国民健康保険税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

 

令和２年３月３１日 

 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

さぬき市国民健康保険税条例の一部改正について 

 

さぬき市国民健康保険税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 
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さぬき市国民健康保険税条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市国民健康保険税条例（平成１４年さぬき市条例第５６号）の一部を次の

ように改正する。 

第２条第２項ただし書中「６１万円」を「６３万円」に改め、同条第４項ただし

書中「１６万円」を「１７万円」に改める。 

第２３条中「６１万円」を「６３万円」に、「１６万円」を「１７万円」に改め、

同条第２号中「２８万円」を「２８万５，０００円」に改め、同条第３号中「５１

万円」を「５２万円」に改める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、附則第３項の規定は、

公布の日から施行する。 

 （適用区分） 

２ この条例による改正後のさぬき市国民健康保険税条例の規定は、令和２年度以

後の年度分の国民健康保険税について適用し、令和元年度分までの国民健康保険

税については、なお従前の例による。 

 （さぬき市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

３ さぬき市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（令和元年さぬき市条例第

２６号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項中「平成３１年度分」を「令和元年度分」に改める。 
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議案第４７号 

 

 

専決処分の承認について（さぬき市税条例の一部改正） 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙の

とおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

 

 

令和２年５月１５日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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専  決  処  分  書 

 

 

さぬき市税条例の一部を改正する条例について、地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

 

令和２年４月３０日 

 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

さぬき市税条例の一部改正について 

 

さぬき市税条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定める。 
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さぬき市税条例の一部を改正する条例 

 

さぬき市税条例（平成１４年さぬき市条例第５３号）の一部を次のように改正す

る。 

附則第１０条中「附則第１５条から第１５条の３の２まで」の次に「、第６１条

又は第６２条」を、「又は法附則第１５条から第１５条の３の２まで」の次に「、

第６１条若しくは第６２条」を加える。 

附則第１０条の２第２２項中「をいう」の次に「。第２５項において同じ」を加

え、同条に次の１項を加える。 

２５ 法附則第６２条に規定する市町村の条例で定める割合は０（生産性の向上に

重点的に取り組むべき業種として同意導入促進基本計画に定める業種に属する事

業の用に供する同条に規定する家屋及び構築物にあっては、０）とする。 

附則第１５条の２中「令和２年９月３０日」を「令和３年３月３１日」に改める。 

附則に次の１条を加える。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例に係る手続等） 

第２３条 第９条第７項の規定は、法附則第５９条第３項において準用する法第１

５条の２第８項に規定する条例で定める期間について準用する。 

２ 第１０条第１項の規定は法附則第５９条第３項において準用する法第１５条の

３第１項第４号に規定する条例で定める債権について、第１０条第２項の規定は

法附則第５９条第３項において準用する法第１５条の３第１項第７号に規定する

条例で定める場合について、それぞれ準用する。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議案第４８号 

 

 

専決処分の承認について（さぬき市後期高齢者医療に関する 

条例の一部改正） 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙の

とおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

 

 

令和２年５月１５日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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専  決  処  分  書 

 

 

さぬき市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について、地方自治

法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処

分する。 

 

 

令和２年４月２８日 

 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

さぬき市後期高齢者医療に関する条例の一部改正について 

 

さぬき市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を別紙のとおり定め

る。 
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さぬき市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

 

 

さぬき市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年さぬき市条例第５号）の一部

を次のように改正する。 

第２条中第８号を第９号とし、第７号の次に次の１号を加える。 

(8) 広域連合条例附則第５項の傷病手当金の支給に係る申請書の提出の受付 

附 則 

この条例は、令和２年５月１日から施行する。 
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議案第４９号 

 

 

専決処分の承認について（令和２年度さぬき市一般会計補正予算 

（第２号）） 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙の

とおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

 

 

令和２年５月１５日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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専  決  処  分  書 

 

 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第２号）について、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

 

令和２年４月１７日 

 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第２号）について 

 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第２号）を別冊のとおり定める。 

 



 

 
 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算 

（ 第 ２ 号 ） 
 

 

 

 

第１表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 

 

 

 
 
 
 
 

香川県さぬき市 
 



－ 1 － 
 
 

 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第２号） 
 

 令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２２，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２６，３８３，８００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年４月１７日専決 

 

                                      さぬき市長 大 山 茂 樹 

 



第　１　表　　　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

( 歳    入 ) (単位：千円)

款 項

55. 国 庫 支 出 金 2,416,517 15,624 2,432,141

10. 国 庫 補 助 金 513,288 15,624 528,912

60. 県 支 出 金 2,389,637 4,180 2,393,817

10. 県 補 助 金 1,363,889 4,180 1,368,069

75. 繰 入 金 2,492,609 2,196 2,494,805

10. 基 金 繰 入 金 2,491,540 2,196 2,493,736

26,361,800 22,000 26,383,800

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

- 2 -



( 歳    出 ) (単位：千円)

款 項

10. 総 務 費 3,273,281 480 3,273,761

 5. 総 務 管 理 費 2,808,299 480 2,808,779

15. 民 生 費 7,592,381 15,624 7,608,005

10. 児 童 福 祉 費 3,070,062 15,624 3,085,686

50. 教 育 費 2,152,317 5,896 2,158,213

20. 幼 稚 園 費 333,524 4,180 337,704

30. 社 会 教 育 費 410,183 1,716 411,899

26,361,800 22,000 26,383,800

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計

- 3 -
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議案第５０号 

 

 

専決処分の承認について（令和２年度さぬき市一般会計補正予算 

（第３号）） 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、別紙の

とおり専決処分したので、同条第３項の規定により報告し、承認を求める。 

 

 

令和２年５月１５日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 
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専  決  処  分  書 

 

 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第３号）について、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分する。 

 

 

令和２年５月１日 

 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 

 

記 

 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第３号）について 

 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第３号）を別冊のとおり定める。 

 



 

 
 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算 

（ 第 ３ 号 ） 
 

 

 

 

第１表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 

 

 

 
 
 
 
 

香川県さぬき市 
 



－ 1 － 
 
 

 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第３号） 
 

 令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５，１６４，０００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３１，５４７，８００千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

 

令和２年５月１日専決 

 

                                      さぬき市長 大 山 茂 樹 

 



第　１　表　　　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

( 歳    入 ) (単位：千円)

款 項

55. 国 庫 支 出 金 2,432,141 4,911,345 7,343,486

10. 国 庫 補 助 金 528,912 4,911,345 5,440,257

75. 繰 入 金 2,494,805 252,655 2,747,460

10. 基 金 繰 入 金 2,493,736 252,655 2,746,391

26,383,800 5,164,000 31,547,800

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

- 2 -



( 歳    出 ) (単位：千円)

款 項

10. 総 務 費 3,273,761 4,860,000 8,133,761

 5. 総 務 管 理 費 2,808,779 4,860,000 7,668,779

15. 民 生 費 7,608,005 58,475 7,666,480

 5. 社 会 福 祉 費 3,999,459 1,034 4,000,493

10. 児 童 福 祉 費 3,085,686 57,441 3,143,127

35. 商 工 費 484,866 245,525 730,391

 5. 商 工 費 484,866 245,525 730,391

26,383,800 5,164,000 31,547,800

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計

- 3 -
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議案第５１号 

 

 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第４号）について 

 

 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第４号）を別冊のとおり定めることにつ

いて、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第２号の規定に基づ

き、議会の議決を求める。 

 

 

令和２年５月１５日提出 

 

さぬき市長 大 山 茂 樹 

 



 

 
 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算 

（ 第 ４ 号 ） 
 

 

 

 

第１表  歳 入 歳 出 予 算 補 正 

第２表  地 方 債 補 正 

 

 
 
 

香川県さぬき市 
 



－ 1 － 
 
 

 

令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第４号） 
 

 令和２年度さぬき市一般会計補正予算（第４号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１０９，５００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３１，６５７，３００千円とす

る。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

 

 

 

 

 

令和２年５月１５日提出 

 

                                      さぬき市長 大 山 茂 樹 

 



第　１　表　　　　　歳　入　歳　出　予　算　補　正

( 歳    入 ) (単位：千円)

款 項

55. 国 庫 支 出 金 7,343,486 53,663 7,397,149

10. 国 庫 補 助 金 5,440,257 53,663 5,493,920

75. 繰 入 金 2,747,460 6,007 2,753,467

10. 基 金 繰 入 金 2,746,391 6,007 2,752,398

85. 諸 収 入 919,602 1,630 921,232

25. 雑 入 248,834 1,630 250,464

90. 市 債 2,033,400 48,200 2,081,600

 5. 市 債 2,033,400 48,200 2,081,600

31,547,800 109,500 31,657,300

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 入 合 計

- 2 -



( 歳    出 ) (単位：千円)

款 項

50. 教 育 費 2,158,213 109,500 2,267,713

 5. 教 育 総 務 費 573,686 107,326 681,012

35. 保 健 体 育 費 508,491 2,174 510,665

31,547,800 109,500 31,657,300

補 正 前 の 額 補 正 額 計

歳 出 合 計
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- 5 -

（単位：千円）

限度額 起債の方法 利　率 償還の方法 限度額 起債の方法 利　率 償還の方法

教育施設整備事業 1,200 49,400

合　　　計 2,033,400 2,081,600

　政府資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮
し、又は繰上償
還若しくは低利
に借換えするこ
とができる。

第　２　表　　地　方　債　補　正

起債の目的

補　　　　　正　　　　　前 補　　　　　正　　　　　後

普通貸借

又は

証券発行

  ４．０％以内

（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金について
見直しを行った後
においては、当該
見直し後の利率）

　政府資金につ
いては、その融
資条件により、
銀行その他の場
合には、その債
権者と協定する
ものによる。
　ただし、市財
政の都合により
据置期間及び償
還期限を短縮
し、又は繰上償
還若しくは低利
に借換えするこ
とができる。

普通貸借

又は

証券発行

  ４．０％以内

（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金について
見直しを行った後
においては、当該
見直し後の利率）
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